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○山井委員 これから、昼休みを挟んで一時二十七分まで質問をさせていただきます。 

 きょうの質問通告は、安倍総理に全てしてございます。ここにございますように、質問通告は極めてシンプル

です。あえて読み上げます。 

 昨年六月の現金給与総額、名目賃金の伸びは何％ですか。二番目、昨年六月の実質賃金、つまり、名目賃金から

物価の伸びを差し引いた伸び率は何％ですか。三番目、昨年一月から十一月までの実質賃金の伸びの平均は機械

的に計算すれば何％ですか。最後四番目、昨年一月から十一月までの実質賃金の伸び率の平均はプラスですかマ

イナスですか。 

 これは国民の皆さんも知りたいと思われると思うんですよね。今、日本で賃金が上がっているのか下がってい

るのか、何％上がっているのか下がっているのか。私たちがこれから経済政策、景気対策を議論する上でも、現状

認識がなければ正しい政策はできません。正しい賃金統計なくして正しい政策はつくれません。 

 その意味では、特に、賃上げといえばアベノミクス、アベノミクスの一丁目一番地のことですから、基本的な質

問を安倍総理にお答えいただきたいと思います。 

 それで、私たち、アベノミクス偽装ではないかと言っていますのは、このグラフにありますように、不思議なこ

とが今起こっているんです。今回の二千万人の支給漏れに関連して発覚した問題ですけれども、去年の一月から

名目賃金の伸び率がぴょんと上がっているんですよ。皆さん、ちょっとこれはおかしいと思われませんか。この

点線のときに調査方法を大きく変えているんですね。調査方法を変えたら賃金が上がった。 

 そこで、先ほどの玉木代表の発言もあったように、三・三％、二十一年ぶりと言っていたけれども、二・八％で

したということを、先週、下方修正しました。しかし、二・八％どころか、本当は一・四％であるということが午

前中の審議で明らかになりました。 

 先週の国会質問で、私の質問に対して総務省が明確に答弁をしております。昨年六月の賃金の伸び率に関して

は、この二・八％よりも一・四％を重視していくということでよろしいですかという私の質問に対して、総務省

は、委員の御指摘のとおりでございますと。そして、かつ、本来の伸び率は統計委員会の見解は一・四％というこ

とですか、伸び率として実態に近いのは二・八か一・四％ですか、どちらですかということを聞いたら、総務省の

参考人は、統計委員会の見解としては伸び率については一・四で見るべきである、そういう見解でありますと答

弁をされています。 

 前の折れ線グラフを見てください。ですから、これは政治的な思惑抜きです。純粋に統計委員会の見解として

は、昨年六月、三・三と去年に公表されたけれども、実際の賃金伸び率は、賃金上昇率ですよ、賃金の額とは言っ

ていません、賃金上昇率は一・四％というのが中立な統計委員会の見解であるということが国会で既に明らかに

なっております。 

 そこで、安倍総理にお伺いします。 

 今の総務省統計委員会の見解のように、去年六月の名目賃金の伸び率、景気指標としての賃金上昇率は、統計

委員会の、今、総務省の見解があったように、三・三でも二・八でもなく、一・四％を重視する、この総務省の答

弁どおりでよろしいですか。 

○安倍内閣総理大臣 先ほども議論をしたんですが、いわば統計はそれぞれどういう統計かということも重要で

ありまして、山井さんは、例えば、三・三と二・八とあるいは一・四を全部ごちゃまぜにいろいろしゃべられまし

たので、三・三が二・八になって一・四になったかのごとくなんですが、これはそれぞれ統計としては違うわけで

ございます。 

 統計としてはそれぞれ違うわけでございまして、いわばそれぞれサンプルを集計したものでございますが、そ

れは事業所ごとのいわば総人件費をそこの従業員の数で割ったものでございまして、誤解をされないように少し

詳しく申し上げますと、一人一人の賃金を追っていたものではありません。いわば一人一人の賃金を追っていた

ものとしては、例えば私がよく使う連合の賃上げについては、これはまさに、企業がどれぐらい一人一人の賃金

を上げたかということを平均で出しているものであろう、こう思います。それぞれがサンプルでございますが。 



 そこで、今回のこの共通事業系列は、いわばこれは参考値としているわけでありますが、これはサンプルが少

数である、あるいは偏るという点もあるわけでございますが、と同時に、これは入れかえをされていないという

ことであるから、いわば伸び率については同じ対象、サンプルを見ているということにもなる。 

 ただ、これは同じ人を見ているということではないわけでございまして、事業所全体の人件費を人数で割った。

ですから、景気がよくなって、忙しくなってパートを雇った場合、十人から二人のパートがふえた場合は、それを

十二で割り切りますから、平均賃金が低くなるということもあります。 

 そこで、では、なぜ主統計があるかといえば、今の経済の実態を見るためには、参考値ではない、いわば主統計

ですかで見ていくということも重要であろう、こういうことであります。 

 伸び率の考え方については、既に総務大臣が答弁しているとおりでございます。 

○山井委員 結局、どうなんですか。聞いたことを答えていないんですか。景気指標としての伸び率は、共通事業

所、参考値だから、去年六月は一・四ということでよろしいですね。 

○安倍内閣総理大臣 総務省、厚労省が提出をさせていただいた政府の統一見解でございますが、野党の求めに

応じて総務省、厚生労働省が毎勤統計の賃金系列について提出した資料でお示ししたとおり、利用者が目的に応

じて、本系列、共通事業所系列、参考値ですね、共通事業所系列の双方の系列を見て適切に判断することが重要と

しており、政府としてはどうするかということでございますよね。 

 それは、政府としては、経済動向の分析に当たって、こうした指標の特性やその他の統計の状況も踏まえた上

で適切に判断を行っているということでございます。 

○山井委員 景気指標としての伸び率は、去年六月は、二・八の再集計値か、一・四％の参考値かということをお

聞きしております。 

 これは、安倍総理、答えは出ているんです。 

 きょうの配付資料、このパネルの西村統計委員会委員長、きょう呼んでも、なぜか与党が反対して出てきてお

りませんけれども、こうおっしゃっているんですね。 

 西村統計委員長も、平成二十八年三月の経済財政諮問会議で、景気指標としての多数の人々が実感するのは、

自分の事業所の平均賃金が上がったのか、自分の企業の投資が増加したのかである、つまり、同じ事業所の平均

賃金の変化、同じ企業の投資の変化になる、これに対応しているのは、サンプルを継続して調べている継続サン

プルによる指標。そして、つまり、その上に書いてありますように、「景気指標としての賃金変化率は共通事業所

を重視していく」と正式に統計委員会は決定しているんです。 

 二つを並べるとわかります。つまり、二・八の公表値ではなく、一・四の共通事業所を重視するというのは、統

計委員会が言っているんです。私、今の安倍総理の答弁を聞いて、非常に危ういものを感じています。 

 名目賃金がどうだったかということは、ファクトなんですよ、ファクト。景気指標の賃金上昇率は、共通事業所

を重視すると統計委員会は決めているんですよ。総務省も一・四％と答弁しているんですよ。にもかかわらず、こ

の期に及んで、ああでもない、こうでもないと言って認めようとしない。これは、私は、一・四％なのに三・三％

とかさ上げしたのはアベノミクス偽装だと思いますが、それに加えて、偽装隠しじゃないですか。一・四％という

ことを総務省や統計委員会が言っているのに、認めようとしない。私は、こういうことが国際社会で知られると、

日本の信用にかかわると思いますよ。賃金上昇率を上乗せしたあげく、そのことが国会で指摘されたら、総理大

臣は認めようともしない。 

 きょうの配付資料の中に、ニューズウィークという、日本版の記事があります。この中にも出ておりますよう

に、エコノミストから、日本の賃金統計は信用できなくなっている、そういう指摘も出てきております。（安倍内

閣総理大臣「本当に」と呼ぶ）出ているんです。今、本当にとおっしゃいましたけれども、安倍総理はそれも知ら

れないんですか。 

 安倍総理、改めてお聞きします。去年六月の景気指標としての賃金上昇率は何％だったんですか。 

○安倍内閣総理大臣 山井委員はかつて、海外に出た漫画を引用して、私でない人物を私と特定して、アベノミ

クスは沈んでいると大きな大間違いをされたことがございましたから、今指摘をさせていただきました。済みま

せん、嫌なことを指摘いたしまして。（発言する者あり） 



○野田委員長 場外、静かにしてくださいね。 

○安倍内閣総理大臣 済みません、場外の方、静かにしていただかないとなかなかお答えしにくいんですが。 

 そこで、お答えをさせていただきますが、先ほども申し上げたとおり、利用者が目的に応じて、本系列、共通事

業所系列の双方の系列を見て適切に判断することが重要、これが統一見解でございますが、政府としては、経済

動向の分析に当たって、これは両方ともサンプルであるわけでありまして、このサンプル、一人一人の賃金が幾

らアップしたかという、一人一人の賃金がどれぐらいアップしたかというものの全ての数字を割り出したもので

はないわけでございます。その中において、サンプルにはそれぞれの特徴もあるわけでございまして、そういう

ことを勘案しながら、政府として、経済動向の分析に当たって、こうした指標の特性やその他の統計の状況を踏

まえた上で適切に判断を行っているということでございます。 

○山井委員 全くわかりません。 

 シンプルな質問をしております。去年六月の景気指標としての賃金上昇率、名目賃金は、日本では何％だった

んですか。シンプルな事実を聞いております。安倍総理、お答えください。安倍総理に聞いております。数字を言

ってください。もう時間がありませんから、安倍総理。 

○野田委員長 まず、担当の茂木大臣。 

○茂木国務大臣 二つの数字があります。三・三％という数字は違っておりますので、これは二・八％。そして、

もう一つの数字が一・四％。二・八％は本系列、そして、一・四％は共通事業所に限った数字であります。 

 共通事業所に勤めている方にとっては、この共通事業所の一・四が自分の実感です。一方、日本経済全体にとっ

ては、本系列、全サンプルから集計しました二・八、こういう数字になります。 

○山井委員 安倍総理、どちらなんですか、お答えください。去年六月の景気指標としての賃金上昇率、名目賃金

は何％なんですか、お答えください。（発言する者あり） 

○野田委員長 御静粛に。 

○安倍内閣総理大臣 今、経済財政政策担当大臣として、さまざまなマクロ経済を分析しながら政策を進めてい

く上における責任者としての、いわば、ある意味でユーザーとしてのお答えでもあったわけでございます。 

 そこで、お答えをいたしますと、主系列については今大臣からお答えをさせていただいたわけでございまして、

どちらかが本当ということであれば、そもそも主系列について発表することは意味がなくなってしまうわけでご

ざいます。 

 つまり、主系列においては、サンプル数が多い、経済の実態をより反映をしているというものについては二・八

ということでございまして、同じ事業所、連続してですね、かえていないところが二年連続同じ対象ということ

であれば一・四ということでありまして、二・八と一・四、この両方がそれぞれある。そして、それを総合的に判

断していくということが、我々の正しい分析、そして経済政策を進めていく上における態度だろう。 

 つまり、これは、どちらかを全く前提条件を取り払って考えてはだめでありまして、そういうことで政策を進

めていくと失敗します。そうではなくて、まさに大切なことは、どういう形でそのサンプルをとっているのかと

いうことでありまして、それをしっかりと分析をしながら対策を打っていくことが求められているわけでありま

すから、繰り返しになるわけでありますが、主系列では二・八、参考値では一・四ということでございます。 

○山井委員 統計委員会の見解を安倍総理が国会で変更されるというのは、あり得ないことです。統計委員会は

明確に、賃金上昇率は、景気指標としては共通事業所ということを言っております。 

 続きはまた午後させていただきます。ありがとうございます。 

○野田委員長 午後一時から委員会を再開することとし、この際、休憩いたします。 

    午後零時六分休憩 

     ――――◇――――― 

    午後一時開議 

○野田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 質疑を続行いたします。山井和則さん。 

○山井委員 午前中に引き続き質疑をさせていただきます。 



 午前中の整理として新たに折れ線グラフを出しておきますけれども、確認しますが、去年の八月に政府が発表

した名目賃金の伸び率は三・三％でした。しかし、先週、不正があって間違いが発覚して、二・八でしたと下方修

正をしました。 

 それだけではなく、総務省統計委員会の見解として、総務省から国会答弁でも、実は、昨年六月の景気指標とし

ての賃金上昇率は一・四％であったということが答弁としてありました。 

 これは非常に重要なことです。対外的には三・三％名目賃金が上昇したといいながら、これは私の見解じゃな

いですよ、総務省統計委員会の見解では一・四％だった。実態は半分以下だった。私は、これはアベノミクス偽装

と言われても仕方がないのではないかと思います。 

 ついては、より核心の、実質賃金はどうなのかという議論に午後に入ってまいります。 

 安倍総理は、先週の本会議答弁でも、五年連続で今世紀に入って最高水準の賃上げ、所得環境は着実に改善し

ていると答弁をされました。しかし一方、最新のマスコミの世論調査では、アベノミクスによる景気回復を実感

しているのはたった一六％、実感がないが七八％。この最大の乖離の理由は、賃金が少し上がっても、それ以上に

物価が上がって、名目賃金から物価上昇率を差し引いた実質賃金が下がっているのではないかというふうに思う

んです。 

 先ほどの総務省統計委員会の、昨年六月は一・四％の伸びにすぎなかったという議事録も紹介させてもらいま

したが、昨年六月、このグラフにありますように名目の賃金が一・四％しか伸びていなかったということであれ

ば、今公表されている二％実質賃金が伸びているはずはないんですよね、物価が上がっているわけですから。当

然、物価の伸びを名目賃金から差引きせねばならないのではないか。これについては、今までから安倍総理も国

会の中でも、実質賃金というのは名目賃金から物価上昇率を差し引いたものだということを国会答弁でもおっし

ゃっています。 

 そういうことで、例えば、ロイター通信が実質賃金の昨年の伸び率を計算したらマイナス〇・四％であった、そ

ういう試算が出てきました。野党が、今のような、統計委員会が発表した名目賃金の参考値としての伸び率を物

価上昇率で差し引けば、これは簡単な計算です、赤い折れ線の方で、つまり、昨年プラスだったのは〇・六の六月

だけで、あとは全部ゼロかマイナスであったという試算も出てきておりまして、平均するとマイナス〇・五％。機

械的に計算するとマイナス〇・五％の野党の試算は正しいということを、先ほど根本大臣も答弁をされました。 

 そこで、消費税増税とか景気対策を議論する上で、安倍総理が、国民の生活実感に名目賃金よりより近い実質

賃金の伸び率が、昨年、プラスと認識しておられるのか、マイナスと認識されておられるのか、非常に重要です。 

 安倍総理にお聞きします。一月から十一月まで、昨年の実質賃金の伸び率はマイナスでしたか、プラスでした

か。 

○安倍内閣総理大臣 今、山井委員は、このグラフにおいて、三・三と二・八と一・四、これを三つ並べて、まる

で三・三だったやつが実は二・八ではなくて一・四であったという誤解を与えかねないグラフを示しておられま

すが、三・三を、これを再集計によって二・八になったんです。一・四というのは、一・三という数字があって、

それが再集計によって一・四になったんですよ。それもちゃんとお示ししないと、これは誤解を与える。 

 誤解を与えることを意図しているのではないとは思いますよ。でも、それは、冷静に議論するのであれば、三・

三と二・八を比較するように、一・三と一・四を比較しなければならないということは申し上げて……（発言する

者あり）これは違うんですか。違いませんよね。（山井委員「今は一・四なんですよ、だから」と呼ぶ）いや、今

は一・四じゃなくて。 

 ですから、このグラフ自体に……（山井委員「私の質問に答えてください」と呼ぶ）まず、その質問の前提のこ

のグラフが正しくないと私は言っているんです。三・三と二・八を比較するのであれば、それを一・四と比較する

んじゃなくて、一・四は一・三と比較するべきだろう、こう申し上げているわけであります。なぜなら、それは違

うサンプルだから、違う統計だからであります。 

 先ほど来御説明をさせていただいておりますように、これはいわば主系列が、こちらが主系列であって、こち

らが共通事業所の系列であります。主系列というのは、まさに主な系列。これは、そのときの経済の実態をよりよ

く見るために示しているわけでありまして、先ほど申し上げましたように、どちらかが正しい、どちらかしか見



なければいけないのであれば、そもそも主系列を示す必要はないじゃないですか。 

 なぜ二つ示しているのかといえば、こちらは参考値なんですよ、参考値。それは、事業所がかわっていないから

参考値としてお示しをしているということでありまして、まず、議員御指摘の平成三十年の参考値については、

今回の再集計でそれほど大きな影響を受けていないものと承知をしており、そのことがこれまでの賃金動向に関

する判断に影響を与えるとは考えていないわけでございます。 

 つまり、一・三が一・四になったということでありまして、その上で、参考値をベースとした実質賃金の算出が

可能かどうかについては、担当省庁において検討を行っているものと承知をしております。（発言する者あり） 

○野田委員長 お静かにしてください。御静粛に。 

○山井委員 プラスかマイナスか聞いているのに、実質賃金、国民生活にとって一番重要な昨年の実質賃金が、

プラスかマイナスか、出せるかどうか検討する。ということは、今、安倍総理は、去年の実質賃金がプラスだった

かマイナスだったかわからずに政策を立てておられるということですね。驚きました。 

 さらに、先ほど言いました一・四％、昨年の六月の名目賃金の伸び率というのは、別に野党や私たちの見解では

ありません。総務省の統計委員会が景気指標の賃金上昇率として重視するのは共通事業所であり、国会答弁でも、

一・四％と。これは総務省が言っていることであります。それと違うことを安倍総理がおっしゃるということは、

非常に私は奇異に感じます。統計というのは政治的に中立であるべきことであります。 

 それで、今申し上げましたように、私は改めて驚きました。やはり政治というのは、民のかまに煙が立っている

かどうか、国民生活がよくなっているのか悪くなっているのかを知りながら、さまざまな政策をつくるものだと

思いますが、一番肝心な実質賃金、プラスかマイナスかわからない、かつ、出せるかどうかもわからない。先進国

でそんな国はないんじゃないんですか。 

 だから、私たちは、一番正確な統計委員会の見解をもとに、統計委員会は伸び率は共通事業所で判断する、それ

は名目でいうと一・四とかの赤い線のグラフだ、それを実質賃金に単純にあらわせばこの赤線グラフで、今政府

が公開している数値より大幅に下がりますねと言っているんです。 

 具体的に計算してみました。 

 これは簡単なんですね。これを見てもらったらわかりますように、例えば、今議論になっている昨年六月、総務

省統計委員会が言うように一・四％の伸び率だったとしたら、消費者物価は〇・八％アップしていますから、差引

きすると〇・六％アップ。 

 上から言いましょう。〇・三％、共通事業所の伸び率、名目賃金ですけれども、物価が一・七上がったので、差

引きすると実質賃金の伸び率はマイナス一・四。二月、マイナス一・〇。三月、マイナス〇・一。四月、マイナス

〇・四。五月、マイナス〇・五。そして、ずっと行って、十一月はプラマイゼロ。これを平均すると、マイナス〇・

五なんです。 

 実質賃金は昨年マイナスだったんじゃないですか。おととしはマイナス〇・二％でした、伸び率は。ということ

は、おととし以上に昨年は実質賃金の伸び率がマイナス幅が大きくなって、国民の暮らしは厳しくなっているん

じゃないんですか。 

 これは、私たちが言っているだけではありませんよ。ロイター通信が試算しても〇・四％と。日本の賃金統計に

対して、海外のメディアが独自に試算して、全然違いますよという記事を、ニューズウィーク日本版にも、インタ

ーネットでも今公開されています。日本の統計が信用されていないんですよ。 

 安倍総理、これはいつわかるんですか。これから出せるかどうか検討するということですけれども、消費税増

税、景気対策、経済対策を議論する上でも、名目賃金上昇率から物価上昇率を引き継いだ、国民の生活実感に近い

実質賃金が、プラスだったかマイナスだったのか、それもわからない。もっと言えば、国民に知らせないなんとい

う政治はないと思います。いつそれを国民に明らかにしていただけますか。 

○根本国務大臣 二つに分けて申し上げたいと思います。 

 勤労統計調査の本系列の実質賃金については、委員のこちらの左側、再集計値、これで出していますよね。まず

これを出していますよね、再集計値として。それから、もう一つおっしゃっている参考値としての共通事業所系

列、これは、繰り返しになりますが、前年度と今年度の同じ事業所をとって集計したものですから、統計委員会で



も、改めて、これはあくまでも参考値ですよと。 

 つまり、統計というのは中立なんですよ、それは。だから、利用する方がその統計をどう加工するか、あるいは

使うか、それは私はユーザーの問題だと思います。 

 ですから、参考値としての実質をどうするか、これは、先ほども私も申し上げました。参考値については、サン

プル数も少ないし、振れ幅が大きいし、これは果たして実質化できるか。これは、統計の専門家もいろいろな課題

を示していますから、だから、実質化をする場合には、例えば共通事業系列については、まだ十一カ月だし蓄積も

ない。専門家がいろいろな問題点を……（山井委員「もういいです。いつ出せるんですか」と呼ぶ）ですから、専

門家の議論を聞いて、検証して、そしてその検討の結果、これが果たして我々が実質化の系列としてお出しでき

るかどうか、それは、その意味も含めて、私は専門的な検証が必要だと思います。 

 先ほど、この伸び率を機械的に物価上昇率で割り引く、それは、ユーザーの方がそれを用いて試算したから、そ

れはそれで、その試算はユーザーの皆様がそういうことでやったんですから、それは私は、機械的に計算すれば

こうなりますよ、これはそうだろう、そういうお答えをいたしました。 

 しかし、それを我々が、この統計を預かる我々が、名目は指数化していますよ、名目の賃金の動きは。しかし、

実質化をする意味というのは、水準の動きを見るわけですから、例えば共通事業所の問題点は何か。前年度と今

年度の、毎年毎年、毎年毎年、対象が違うんですよ。対象が違う、毎年毎年入れかわっているから。だから、対象

が違うものを実質化して経年比較できるかということは、それも私は課題があると思っておりますから、この実

質系列を我々が出すということについては、実質化に伴ういろいろな課題、問題点がありますから、これは、専門

家の検証を経て、そして我々、そういうものが出せるかどうか、それは専門家の検証を経て、単純な話じゃないん

ですよ、単に物価で割り引けばいいという単純な話ではないという統計の性格を申し上げたいと思います。 

○山井委員 先進国にあるまじき事態です。一番、国民生活の実態を、政府も、あるいは国際的な社会も判断する

基幹統計の目玉である実質賃金の昨年の上昇率が、出せるかどうかわからない、どういうことですか、それは。政

府としてわからないのに、どうして政策議論をするんですか。 

 さっきも言ったように、おととしがマイナス〇・二％、マイナス、ロイター通信の試算ではマイナス〇・四％、

マイナス、野党の試算ではマイナス〇・五％、マイナス。おととしよりはるかに大幅に実質賃金がマイナスだった

ら、消費税の議論も大幅にこれは変わってきますよ。それがわからなくて、どうして来年度予算が組めるんです

か。 

 根本大臣にお聞きします。 

 これから検討するというんだったら、厚労省で検証するんですか。総務省の統計委員会で検証するんですか。

それで、いつまでに検証するんですか。来年度予算案の審議が始まるまでに実質賃金がプラスなのかマイナスな

のかわからなかったら、私たちは正しい政策を議論しようがないじゃないですか。 

 根本大臣、お答えください。どの場所で、いつまでに、実態に近い実質賃金の昨年の伸び率を出すのか、お答え

ください。 

○根本国務大臣 実質賃金を出していない、出していないという委員の御指摘ですが、本系列の実質賃金につい

ては出しています。（山井委員「それは伸び率、間違っているでしょう」と呼ぶ）そこは再集計値で伸び率を出し

ている。伸び率で二十九年度分を復元していないとなったから、再集計値で出しました。 

 そして、それからもう一つ。参考値というのは、あくまでも参考値ですよ。景気指標として、月々の、つまり景

気をどう判断するか、いろいろな指標がある。そして、この毎勤統計で見る場合には、この共通事業所をそのため

参考値として出しているんですから。それはもう委員が十分御案内だと思いますよ、西村先生の話も聞いている

わけだから。 

 だから、あくまでも共通事業所というのは、ごく限られた、標本数も少ないし、振れも大きいし、だから、これ

を、日本全体の実質賃金ということで私は参考値として出した数字を、名目で出した数字を、果たして実質系列

を作成することができるかどうか。 

 これは、繰り返しになりますが、まず、共通事業所系列というのは……（山井委員「もう結構です」と呼ぶ）ち

ょっとしゃべらせてください。申しわけありません。（山井委員「もう結構です。長い答弁、結構です。長過ぎま



す。委員長、注意してください」と呼ぶ）いや、課題を言っている…… 

○野田委員長 大臣、簡潔に。 

○根本国務大臣 はい、簡潔に。 

 だから、本系列、振れる……（山井委員「いつ、どこで出すんですか」と呼ぶ） 

○野田委員長 山井さん、ちょっと落ちついてください。 

○根本国務大臣 ですから、これは極めて統計の専門的な分野ですから、これは専門家の意見を聞いて検証して、

そして協議をして、そして最終的には、それは当然、統計委員会との協議も必要ですが、そういうしかるべき分

析、検証、検討を経て、具体的に実質化系列を出せるか出せないか、それはこれまでの検討で……（山井委員「長

いから結構です。長過ぎます。私の質疑ですから」と呼ぶ） 

○野田委員長 大臣、答弁は簡潔にお願いします。 

○根本国務大臣 我々が実質化系列ということでお示しをするということでは、これからなお検討が必要だと思

います。 

○山井委員 根本大臣は、厚生労働大臣としての任にあらずじゃないですか。国民生活に一番密接な実質賃金が

プラスなのかマイナスなのか、いつその計算結果が出るのかもわかりません、そんな厚生労働大臣ありますか。 

 国民生活の実態、私は、これは実感としては、先ほどの世論調査にあったように、本当に実質賃金は下がってい

て、厳しくなっていると思いますよ。それが出せるかどうかもわからない、どの場でいつまでに出すかも答えら

れない、そんな厚生労働大臣いますか。現状認識なくして国民の幸せにつながる政策はつくれないんですよ。こ

れは与党も野党も一緒ですよ。 

 安倍総理、ということは、深刻な問題ですけれども、安倍総理も、実質賃金がプラスなのかマイナスなのか、そ

して先ほどのグラフにあったように、私たちの見解じゃないですよ、総務省の統計委員会の見解として、青線グ

ラフは前年度と違う企業を比較しているから、伸び率は青線じゃなくて赤線の共通事業所を重視すべきというの

は、総務省の統計委員会の結論なんです。 

 その結論から考えたら、今の実質賃金のこの青線グラフは、去年とおととしと違う企業を比べているから伸び

率にならないんです。共通事業所を比べているのは赤い折れ線グラフで、それを比べるとマイナスになるわけで

す。 

 話を少し戻しますが、なぜこんなことになったのか。なぜこんなことになったのかという議論をもう一度解説

します。 

 つまり、予算審議が始まる、なのに、実質賃金の伸び率がわからない、名目賃金の伸び率がわからない、前代未

聞の事態になっている理由は、それは、去年の一月に大幅に調査方法を変えてしまったんですよ。変えてしまっ

たから、おととしと違う企業を比べ出したから、統計に段差ができて伸び率がはかれなくなってしまったんです。 

 そして、おまけに、はかれなくなっただけじゃなくて、このグラフを見てもらったらわかるように、見た目には

アベノミクスで賃金が大幅に伸びたかのように、見えるように調査方法が改定されたんです。でも、実際にはこ

んな伸び率ではなかった。 

 それは、安倍総理、こんな大幅な調査方法の改定をして賃金があたかも伸びたかのような上振れになった理由

は、経済財政諮問会議の議論なんです。 

 この配付資料にもありますように、なぜ、こんな大幅な調査方法の検討をしたのかということについて、去年

の八月、総務省統計委員会がまとめております。経緯、なぜ調査方法を変えたのか、読み上げます。 

 平成二十七年十月、経済財政諮問会議において、麻生議員がＧＤＰ推計のもととなる基礎統計、毎勤統計を含

む、の充実に努める必要性を指摘、これを受け、早急に検討し、方針を整理することを要請。 

 つまり、この調査方法の変更は、経済財政諮問会議、つまり安倍総理が議長の、安倍総理が議長の経済財政諮問

会議が発端となって調査方法の変更が行われ、この結果、なぜか、調査方法を変えたら大幅に賃金が伸びるよう

になった。今になって、その大幅な伸びは実は水増しだったんですということが明らかになったわけですよ。 

 安倍総理、安倍総理が議長の経済財政諮問会議で、安倍総理も出席されていた二〇一五年十月十六日の議論の

結果、調査方法は変更して、その結果、大幅に賃金が伸びたかのようなデータが出たけれども、実際はそうではな



くて、伸び率はもっと低かった。 

 これは、アベノミクスの成果を結果的には高く見せるという誤った情報を国民、世界にまき散らしてしまった

んじゃないですか。議長であった安倍総理の見解を求めます。 

○安倍内閣総理大臣 何かまるで大きな陰謀が動いているかのごとくの質問をされるから、もうリアリティーは

なくなっていくんですよ、申しわけないんですけれども。 

 こんな、統計を何か私が恣意的にやろうとして、莫大な数の人たちがそれにかかわらなきゃいけないんですか

ら、そんなことできるわけがないんじゃありませんか。（山井委員「端的に答弁してください」と呼ぶ） 

 端的に言ってそういうことなんですが、そこで、実質賃金を出せないとかおっしゃっていましたけれども、主

系列についてはお示しをしている。どっちかしか必要ないと言うのであれば、そもそも今までも主系列を出す必

要がなかったんですよ。 

 なぜ主系列を出しているかということについては、経済のそのときの実態をあらわしているからなんです。伸

びも含めてなんですよ。伸びも含めてなんですよ、それはサンプルが多いんですから。小さい小さいサンプル、そ

の小さいサンプルにおいて……（発言する者あり） 

○野田委員長 御静粛に。 

○安倍内閣総理大臣 いや、しかし半分ですね。半分のサンプルである。しかも、既に今までも指摘されているじ

ゃないですか。 

 では、もう一度指摘しましょうか、それについては。（山井委員「もう結構です、結構です。私の質問に答えて

ください」と呼ぶ）済みません。 

 それで、そういう指摘もあるわけですから、その中においてどのようなものを使っていくかということであり

まして、統計委員会の御見解は、毎月勤労統計の活用に関する専門的立場からの御指摘として尊重はしています。 

 その上で、景気や賃金動向の把握に当たっては、さまざまな統計のデータ特性等について、先ほどサンプル数

が小さいということ、それは当然、半数を入れかえていますから、前年と同じものは半数になるわけであります。

ですから、ぶれも大きくなるという問題もあるというのは指摘があった。 

 ただ、同じ事業所を扱っている。しかし、同じ事業所といっても、これは同じ人ではないということは先ほど申

し上げてきたとおりでありまして、賃金の、人件費の総額を従業員の数で割っておりますから、入れかわった、今

までのベテランがやめて新人が入った場合は当然給与は低くなりますから、平均は低くなるんですよ。ですから、

一人一人の賃金の動向とは違う。 

 そういうこともちゃんと勘案しながら、統計というのはそういうふうに読んでいくものなんですね、この場で

申し上げておきますが。その上で景気判断はしなければならないということでありまして、申し上げているとお

りでございます。 

 いずれにいたしましても、私たちが、何か私たちの経済政策をよく見せようとしてこうやって統計をいじって

いるわけではないわけであります。 

 事実、昨年十二月一日時点では、大卒者の就職内定率は……○野田委員長 総理、御簡潔にお願いします。 

○安倍内閣総理大臣 こういう数字は嫌でしょうけれども、過去最高の水準にもなっているということは申し上

げておきたい、このように思います。 

○山井委員 これは、安倍総理、私はファクトに基づいて言っているんです。経済財政諮問会議が要請をした調

査方法の変更をした結果、この統計委員会の報告書によると、去年一月から二千八十六円も、これは調査方法の

変更が理由で賃金が上がっているんですよ。見てください。それまで…… 

○野田委員長 山井さんに申し上げます。質問時間が終了しました。 

○山井委員 二、三年に一度であった調査方法の変更の際には賃金は下がっているのに、このときだけ上昇して

いるんです。これは結局は、意図は問いません、安倍総理、意図は問いませんが、結果的には経済財政諮問会議が

やった調査方法の変更によって、賃金が上振れに偽装されたということは事実なんです。統計委員会が言ってい

ます。そのことについての見解をお願いします。 


